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匿名化が行われた全国がん登録情報の提供等の申出一覧 

（2018年 12月 14日 第 1回審議委員会審議分） 

申出者 所属機関 申出の種類 利用目的等 備考 

中釜 斉 国立がん研究センター 匿名化 

法律第 21条

第 7項 

2016年全国がん

罹患報告作成の

ための特定匿名

化情報の整備の

ため 

2018年匿名化

申出第 1号 

東 尚弘 国立がん研究センター 提供 

法律第 17条

第 1項 

2016年全国がん

罹患報告作成の

ため 

2018年提供申

出第 1号

［A2018-

0001］ 
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第1回全国がん登録情報提供等審議委員会
審議事項1について

国⽴研究開発法⼈国⽴がん研究センター
がん対策情報センターがん登録センター

2018年提供申出第1号について

• がん登録等の推進に関する法律（以下「法律」という。）第17
条第1項第2号該当の者（※）による特定匿名化情報の提供
申出である。

※国⽴研究開発法⼈国⽴がん研究センター

• 法律第17条第1項では、厚⽣労働⼤⾂が⾃ら利⽤⼜は提供
することができる情報は、全国がん登録情報⼜は特定匿名化情
報とされている。
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特定匿名化情報（法律第2条第10項）

• 法律第15条第1項の規定により匿名化が⾏われた情報並びに
第21条第5項及び第6項の規定により全国がん登録データベー
スに記録された情報をいう。

• 法律第15条第1項の規定による特定匿名化情報とは、がん登
録等の推進に関する法律施⾏令第4条の規定により、がんに罹
患した者の原発性のがんについて初回の診断が⾏われた⽇から
起算して100年後に匿名化が⾏われた情報であるため、全国が
ん登録情報等の利⽤と提供の開始時に厚⽣労働⼤⾂が利⽤
⼜は提供可能な特定匿名化情報とは、法律第21条第5項及
び第6項の規定により全国がん登録データベースに記録された情
報である（※）。

3

※参考資料2︓様式第1号 全国がん登録情報及びその匿名化が⾏われた情報の管理リスト

全国がん登録情報の匿名化を⾏おうとするとき

• 法律第17条第1項の規定により特定匿名化情報を提供するた
めには、法律第21条第5項の規定による特定匿名化情報が、
全国がん登録データベースに記録されている必要がある。

• 法律第21条第7項では、同条第5項の規定による匿名化を⾏
おうとするときは、あらかじめ、法律第15条第2項に規定する合議
制の機関の意⾒を聴かなければならないとされている。

• また、法律第23条第1項第2号において、法律第21条第5項に
規定する権限及び事務は国⽴がん研究センターに委任されてい
る。

4

法律第17条第1項の規定による特定匿名化情報の提供を⾏うには、あらかじめ、法律第
21条第5項の規定による匿名化を⾏おうとすることについて、本審議委員会の意⾒を聴か
なければならない。



全国がん登録における「匿名化」について

＜考え⽅＞
• 全国がん登録においては、国⽴がん研究センターは、独⽴⾏政
法⼈の⼀種である国 ⽴研究開発法⼈であることを踏まえ、原則、
独⽴⾏政法⼈等の保有する個⼈情報の保護に関する法律
（平成15年法律第59号） 及び、独⽴⾏政法⼈等の保有す
る個⼈情報の保護に関する法律についてのガイドライン（独⽴⾏
政法⼈等⾮識別加⼯情報編） における「⾮識別加⼯」と同等
の加⼯基準により、「匿名化」を⾏うこととする。

5

第11回厚⽣科学審議会がん登録部会において以下の考え⽅が⽰されている。

「⾮識別加⼯」の加⼯基準 6

規則第10条 該当する全国がん登録情報 ⾮識別加⼯の例

第1号 直接⼜は組合せで個⼈の
特定が可能な情報

⽒名
⽣年⽉⽇
診断時住所
死亡⽇

削除
年齢置き換え
市区町村置き換え
⽣死区分と⽣存期間置き換え

第2号 個⼈識別符号 診療録番号 削除

第3号 情報を相互に連結する符号（全国・都道府県）個⼈識
別番号、提供時発⾏ID 削除

第4号 特異な記述等 （希な）がん種、年齢、⾏
政区画、その他 個別に判断

第5号 個⼈情報ファイルの性質を
踏まえたその他の措置

診断年⽉⽇、治療⽅法、⽣
死、死因、その他

独⽴⾏政法⼈等の保有する個⼈情報の⾮識別加⼯基準によるがん登録情報の匿名加⼯の例

※参考資料3︓独⽴⾏政法⼈等の保有する個⼈情報保護に関する法律についてのガイド
ライン（独⽴⾏政法⼈等⾮識別加⼯情報編） 抄pp.9-16



審議事項1（2018年特定匿名化申出第1号）

• 2016年全国がん罹患数・率の報告の作成に必要な情報の範
囲については、がん登録等の推進に関する法律（平成25年法
律第111号）第21条第5項の規定により、提供の求めを受ける
頻度が⾼いと⾒込まれることから、あらかじめ、全国がん登録情報
の匿名化を⾏い、当該匿名化を⾏った情報を全国がん登録デー
タベースに記録することが必要である。

• ついては、法第21条第７項の規定に基づき、匿名化を⾏うにあ
たり貴委員会の意⾒を聴くこととする。
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様式第 5-1号

［申出番号 A2018-0001］形式点検書 

   確認日 2018年 12月 5日   

   確認者 国立がん研究センターがん対策情報センターがん登録センター 

点検・審査事

項 
主な点検事項 チェック 

 （1）情報の利

用目的 

・矛盾を証明するために、法第 17条から第 21条までに規定され

ている目的の調査研究である旨が分かる書類（研究計画書等）

が添付されていること。

様式 3-1 号添

付 

・第 21条に規定されている目的の場合には、倫理審査委員会の

進捗状況に関する記載があること。
非該当 

（2）全国がん

登録情報又

は都道府県

がん情報が

提供される

ことについ

ての同意 

・同意を得ていることが分かる書類が添付されていること。 非該当 

・附則第 2条第 1項に該当する調査研究の場合は、政令附則第 2

条第 3項に該当する調査研究であること及び同意代替措置に関

する指針に従った措置が講じられていることを判断できる書類

が添付されていること。

非該当 

（3）情報を利

用する者の

範囲 

・利用する登録情報及び調査研究方法と照らし、具体的な役割

と、それに対応する者が全て含まれていること。
✓ 

・署名又は記名押印した誓約書が添付されていること。 ✓ 

（4）利用する

情報の範囲 

・市町村等への提供及びにがんに係る調査研究を行う者への提供

に係る申出の場合は、診断年次、地域、がんの種類、生存確認

情報の必要性の有無、属性的範囲等が、記載されていること。

✓ 

（5）利用する

登録情報及

び調査研究

方法 

・利用する登録情報と調査研究方法の関係が記載されているこ

と。
✓ 

・集計表の作成を目的とする調査研究の場合は、集計表の様式例

案が添付されていること。
✓ 

・統計分析を目的とする調査研究の場合は、実施を予定している

統計分析手法並びに当該分析に利用する登録情報の関係が記載

されていること。

非該当 

（6）利用期間 ・法第 27条又は第 32条及び関連する政令に定める限度内である

こと。
✓
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点検・審査事

項 
主な点検事項 チェック 

（7）利用場

所、利用す

る環境、保

管場所及び

管理方法 

 

 

 

・情報の利用場所について記載されていること。 ✓ 

・情報の利用場所の組織的、物理的及び技術的安全管理措置状

況について記載されていること。 
✓ 

・情報の利用時の電子計算機等の物理的及び技術的安全管理措

置状況について記載されていること。 
✓ 

・情報、中間生成物及び成果物を保存する媒体の種類及びその

保管場所並びに保管場所の組織的、物理的及び技術的安全管

理措置状況について記載されていること。 

✓ 

（8）調査研究

成果の公表

方法及び公

表時期 

・研究成果の公表予定時期が記載されていること。 ✓ 

・提供を受ける情報をそのまま公表する内容ではないこと。 
✓ 

（9）情報の利

用後の処置 

・利用後の廃棄に関して記載されていること。 
✓ 

 



第1回全国がん登録情報提供等審議委員会
審議事項2について

国⽴研究開発法⼈国⽴がん研究センター
がん対策情報センターがん登録センター

全国がん登録情報の提供の審査の⽅向性
全国がん登録 情報の提供マニュアル第2版（平成30年9⽉）別添

• 《審議会等》は、提供依頼申出者が提出する申出⽂書及びその
他必要な書類が揃った上で、当該書類に基づいて、審査の⽅向
性（※）に則り、情報の提供の可否について審査を⾏うものとす
る。

• つまり、《審議会等》は、情報の利⽤⽬的及び必要性並びに情
報の適切な取扱い等の観点を中⼼に、提供依頼申出者の申請
が、法令に基づいた情報の提供及び利⽤に該当するか審査を⾏
うものである（※）。

• 《審議会等》は、必要があると認める場合には、提供依頼申出
者に対し、資料の追加・修正等を求めた上で、再度審査を⾏う
ことができる。
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※参考資料4︓様式第5-2号［申出番号A2018-0001］審査報告書
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審議事項2（2018年提供申出第1号）の論点

匿名化が⾏われた全国がん登録情報の利⽤規約
12．成果の公表
（３）（１）の公表に当たっては、利⽤者は、原則、以下の①〜
⑤その他の適切な措置を講じることで、公表される調査研究の成果
によって、特定の個⼈⼜は病院等が第三者に識別されないようにす
るものとする。ただし、個⼈の同意、市町村⼜は病院等の個別の了
承がある場合⼜は、審議委員会が特に認める場合はこの限りでは
ない。
② がん種別、年齢別、市町村別の単体⼜は他の登録情報と組
み合わせによる集計値が、１件以上10件未満の場合は、原則とし
て秘匿とすること。

3

審議事項2（2018年提供申出第1号）の論点︓続き 4

全国がん登録情報項⽬ 想定される少数例
性別 男性、⼥性、全体 ⼥性の喉頭がん
診断時年齢 5歳階級別、100歳以上丸め 40歳未満の5歳階級
がん種（最⼩単位） ICD-10 C00-C96及びD00-D47 C32（喉頭癌）

⾏政区画単位が「都道府県」までは、その他の項⽬との組み合わせ
集計値が10未満（※）であっても、審議委員会が特に認める場
合として、成果を公表することについて。
※参考資料5︓全国がん罹患モニタリング集計2014年罹患数・率報告 pp.306



「レセプト情報等の提供に関する申出書」の審査スケジュールについて
（平成30年度の予定）

※本スケジュールは、今後の動向により変更になる場合があります。
変更があった場合は厚生労働省ホームページにてお知らせします。

※事前相談や申出書の受付窓口は、事務処理を円滑に行うため受付窓口を外部委託する場合があります。
外部委託する場合は厚生労働省ホームページにてお知らせします。

※審査結果の通知は、有識者会議（審査分科会）による申出書の審査結果を踏まえ、レセプト情報等の提供の可否を
決定し、提供依頼申出者に対し文書により、提供の可否について通知します。

審査月 申出に必要な提出書類一式の受付締切 審査結果の通知

平成30年6月 事前相談の上、平成30年4月27日（金）必着 審査後、1ヶ月前後で通知

平成30年9月 事前相談の上、平成30年7月27日（金）必着 同上

平成30年12月 事前相談の上、平成30年10月26日（金）必着 同上

平成31年3月 事前相談の上、平成31年1月25日（金）必着 同上

「レセプト情報・特定健診等情報の提供に関するガイドライン」第５の７に基づき、平成30年度の審査スケジュールを
お知らせします。

（平成30年2月2日現在）
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様式第 5-2号（審査報告書） 

［申出番号 A2018-0001］審査報告書 

確認日 ２０１８年１２月  日   

全国がん登録情報提供等審議委員会 

審査事項 審査の方向性 チェック 備考 

 （1）情報の利

用目的及び必

要性 

・法の趣旨及び目的に沿ったものである

か。（がん医療の質の向上、国民に対する

がんに係る情報の提供の充実又は科学的

知見に基づくがん対策の実施に資する研

究か等）

（2）全国がん

登録情報又は

都道府県がん

情報が提供さ

れることにつ

いての同意 

非該当 

（3）情報を利

用する者の範

囲 

・全ての利用者の役割が明確かつ妥当

で、不要な者が含まれていないか。

・調査研究の一部を委託する場合、その

内容及び必要性が合理的か。

（4）利用する

情報の範囲 

・利用する情報の範囲が、調査研究の目

的とする成果を得るために妥当で、不要

な情報が含まれていないか。

（5）利用する

登録情報及び

調査研究方法 

・提供可能な情報であるか。

・利用する情報及び調査研究方法が、目

的、調査研究の内容から判断して妥当

かつ必要な限度であるか。

・情報の利用に合理性があり、他の情報

では調査研究目的が達成できないもの

であるか。

・調査研究の目的が、特定の個人、特定

の病院等、特定の市町村の識別を目的

とするものではないこと。

（6）利用期間 ・調査研究内容から見て、整合的かつ必

要な限度か。
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様式第 5-2号（審査報告書） 

審査事項 審査の方向性 チェック 備考 

（7）利用場

所、利用する

環境、保管場

所及び管理方

法 

・利用者の安全管理措置に示された措置

が全て講じられているか。 

  

（8）結果の公

表方法及び公

表時期 

・調査研究方法と調査研究成果の公表方

法と公表時期が整合的であるか。 

・国民に還元される方法で、公表予定で

あるか。 

  

（9）情報の利

用後の処置 

・利用者の安全管理措置に示された措置

が全て講じられているか。 

  

（10）その他    
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